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を改正する条例要綱 

 

１ 委員の構成から議会の議員を除くこととし

た。 

 

２ 審議会の所掌事務に策定後の計画推進を加

えることとした。 

 

３ その他所要の規定整備を図ることとした。 
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することとした。 
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ガレリアかめおか条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ ガレリアかめおかのレストラン等の目的外使用料について、固定資産評価額の変動等を適切に

反映させるため、その上限額を次のとおりとすることとした。 

 

種   別 単位 金  額 

土地使用料 １年 固定資産評価基準により算定し

た額に１００分の４を乗じた額 

建物使用料（レストラン、物産市場、

コンベンションビューロー、介護支援

センター） 

１年 固定資産評価基準により算定し

た額に１００分の６を乗じた額

に１００分の１０５を乗じ土地

使用料を加算した額 

 

２ この条例は、平成２４年４月１日から施行することとした。 

 

 

 

亀岡市国営土地改良事業負担金等徴収条例要綱 

 

１ 土地改良法の規定により、亀岡市における国営土地改良事業の負担金及び特別徴収金を徴収す

ることについて、次のとおり必要な事項を定めることとした。 

⑴ 市長は、国営土地改良事業に要した費用の一部を受益者から徴収することとした。 

⑵ 負担金の額は、市が負担する額の範囲において、受益者の受益面積を基準として市長が定め

ることとした。 

⑶ 負担金は、支払期間を１５年（据置期間３年を含む。）、利率を年５パーセントとする元利

均等年賦支払で原則毎年度３月３１日納期限を基本とし、受益者からの申出があった場合は、

全部又は一部について一時支払の方法により支払わせ、納期限はその都度市長が定めるものと

することとした。 

⑷ 市長は、受益者が国営土地改良事業の工事完了につき、法に基づく公告があった日から８年

を経過する日までの間に、予定した用途以外の用途に供するため所有権の移転をした場合等に

ついては、国営土地改良事業に要した費用を基準として特別徴収金を徴収することとした。 

 

２ その他所要の規定を設けることとした。 

 

３ この条例は、平成２４年４月１日から施行することとした。 
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亀岡市放課後児童健全育成事業の 

実施に関する条例の一部を改正す 

る条例要綱 

 

１ 放課後児童健全育成事業の充実を図るため、

新１年生の放課後児童会への入会を、４月１

日（現行は入学式後）からに改めることとし

た。 

 

２ この条例は、平成２４年４月１日から施行

することとした。 

 

 

条 例 
 

 亀岡市総合計画審議会条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第２２号 

 

亀岡市総合計画審議会条例の一部 

を改正する条例 

 

 亀岡市総合計画審議会条例（昭和４３年亀岡

市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条中「の策定」の次に「及び推進」を加

える。 

 第３条第２項中「議会の議員、学識経験者そ

の他住民」を「学識経験者、関係団体の役職員

その他必要と認める者」に改め、同条第３項中

「２年とする」を「２年とし、再任を妨げな

い」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２４年１月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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 ガレリアかめおか条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第２３号 

 

ガレリアかめおか条例の一部を改正する条例 

 

 ガレリアかめおか条例（平成１０年亀岡市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１５条第２項を次のように改める。 

２ 目的外使用料は、別表第４に掲げる額の範囲内において、市長が定める額とする。 

 別表第４を次のように改める。 

別表第４（第１５条関係） 

種   別 単位 金  額 

土地使用料 １年 固定資産評価基準により算定し
た額に１００分の４を乗じた額 

建物使用料（レストラン、物産市場、
コンベンションビューロー、介護支援
センター） 

１年 固定資産評価基準により算定し
た額に１００分の６を乗じた額
に１００分の１０５を乗じ土地
使用料を加算した額 

備考 
１ 営利を目的とする使用にあっては、上欄の金額の５倍に相当する額とす
る。 

２ 使用の期間が１年未満の端数を生じる場合には月割で計算し、１月未満
の端数が生じる場合は日割計算する。この場合において、使用料の額は、
月割にあっては年額を１２で除した額とし、日割にあっては年額を３６５
で除した額とする。 

３ 使用の期間が１日未満の場合は１日として計算する。 
４ 使用料の額に円未満の端数が生じた場合は、その端数は切り捨てる。 
５ 使用面積が１平方メートル未満の場合は、１平方メートルとして計算す
る。 

６ この使用料には、附帯設備及び共用施設並びに冷暖房使用料を含む。 
７ 電気、ガス、水道、下水道及び電話の使用料は、別に実費を徴収する。 
８ その他の目的外の占用料については、市長が別に定める。 

 
 

   附 則 

 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

「掲示済」 
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 亀岡市国営土地改良事業負担金等徴収条例を

ここに公布する。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第２４号 

 

亀岡市国営土地改良事業負担金等 

徴収条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号。以下「法」という。）第 

９０条第６項及び第９０条の２第１項の規定

に基づき、亀岡市における国営土地改良事業

（以下「国営事業」という。）の負担金及び

特別徴収金（以下「負担金等」という。）を

徴収することに関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （負担金の徴収） 

第２条 市長は、法第９０条第５項の規定によ

り国営事業に要した費用の一部を負担すると

きは、当該国営事業によって利益を受ける者

で当該国営事業の施行に係る地域内にある土

地につき法第３条に規定する資格を有するも

の（以下「受益者」という。）から当該負担

した費用の一部を負担金として徴収する。 

 （負担金の額） 

第３条 前条の規定による受益者に対する負担

金の総額は、法第９０条第５項の規定により

市が負担する負担金の額の範囲内において、

市長が定める。 

２ 受益者の負担金の額は、前項に規定する負

担金の総額を受益者の受益に係る土地の面積

に応じて割り振って得られる額を基準とし、

市長が受益者の受益の程度を考慮して定める

額とする。 

 （負担金の徴収方法） 

第４条 市長は、前条第２項に規定する負担金

について、元利均等年賦支払の方法（次項に

規定する据置期間中の各年度に係る利息につ

いては、当該年度支払の方法）により徴収す

る。ただし、受益者の申出があるときは、そ

の負担金の全部又は一部について一時支払の

方法により支払わせることができる。 

２ 前項に規定する元利均等年賦支払の場合に

おける負担金の支払期間は、１５年（据置期

間３年を含む。）とし、利率は年５パーセン

トとする。 

３ 前項の支払期間は、当該国営事業が完了し

た年度（当該国営事業によって生じた施設で

当該国営事業が完了するまでの間において農

林水産大臣が管理しているものにつき国が法

第８８条第１項の規定により災害復旧を併せ

て行ったときは、当該国営事業及び当該災害

復旧の全てが完了した年度。以下同じ。）の

翌年度から起算する。 

 （負担金の納期） 

第５条 第３条第２項に規定する負担金の納期

限は、毎年度３月３１日とする。ただし、納

期限が土曜日又は日曜日（以下「日曜日等」

という。）に当たるときは、その日以降 初

に到来する日曜日等でない日を納期限とする

（以下同じ。）。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１項ただ

し書の規定により受益者が負担金の全部又は

一部について一時支払の方法による納付を申

し出た場合における当該方法により納付する

額の納期限は、その都度、市長が定めるもの

とする。 

 （負担金の減免等） 

第６条 市長は、天災その他特別な理由がある

場合において、特に必要があると認めるとき

は、負担金を減額し、若しくは免除し、又は
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その徴収を猶予することができる。 

 （特別徴収金の徴収） 

第７条 市長は、受益者が国営事業の施行に係

る地域内にある土地を、当該国営事業の工事

の完了につき、法第１１３条の２第３項の規

定による公告があった日（その日前に、農林

水産大臣が当該土地を含む一定の地域につい

て当該国営事業によって受ける利益の全てが

発生したと認めてその旨を公告したときは、

その公告した日）以後８年を経過する日まで

の間に、当該国営事業の計画において予定し

た用途以外の用途（土地改良法施行令（昭和

２４年政令第２９５号。以下「令」とい

う。）第５３条の８又は令附則第９項で定め

る用途を除く。以下「目的外用途」とい

う。）に供するため所有権の移転等（所有権

の移転又は地上権、賃借権その他の使用及び

収益を目的とする権利の設定若しくは移転を

いう。以下同じ。）をした場合又は当該土地

を自ら目的外用途に供した場合（当該土地を

目的外用途に供するため所有権の移転等を受

けて、目的外用途に供した場合を除く。）に

は、一時的に目的外用途に供するため所有権

の移転等をした場合、目的外用途に供するた

め所有権の移転等をする際に既に当該土地が

災害等により当該国営事業による利益を受け

ていないものとなっている場合及び令第５３

条の９各号のいずれかに該当する場合を除き、

その者から特別徴収金を徴収する。 

２ 前項の規定により徴収する特別徴収金の額

は、当該国営事業に要した費用の総額を受益

者の受益に係る土地の面積に応じて割り振っ

て得られる額を基準とし、市長が受益者の受

益の程度を考慮して定める額とする。 

３ 市長は、目的外用途に供した土地の面積が

指定する面積を超えない場合その他特に納付

の必要がないものとして認めたときは、第１

項に規定する特別徴収金の徴収を免除するこ

とができる。 

４ 第１項の規定により市長が徴収する特別徴

収金は、一時支払の方法により支払わせるも

のとし、その納期限は、その都度、市長が定

めるものとする。 

 （負担金等の督促等） 

第８条 負担金等を納期限までに納付しない者

がある場合の取扱いについては、亀岡市税外

収入滞納金督促条例（昭和４０年亀岡市条例

第１号）の定めるところによる。 

２ 前項の規定により督促を受けた者が督促状

に指定する期限までに納付すべき負担金等を

納付しない場合は、当該負担金等並びにこれ

に係る督促手数料及び延滞金について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１

条の３第３項の規定により、地方税の例によ

る滞納処分を行うことができる。 

 （委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行

する。 

 （亀岡市耕地事業等分担金徴収条例の一部改

正） 

２ 亀岡市耕地事業等分担金徴収条例（昭和 

４１年亀岡市条例第２３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「第９０条第６項、第７項、」を

削る。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関す

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第２５号 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の 

実施に関する条例の一部を改正す 

る条例 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関す

る条例（平成２１年亀岡市条例第３４号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第４条第１項中第３号を削り、第４号を第３

号とし、第５号から第７号までを１号ずつ繰り

上げる。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

規 則 
 

 亀岡市総合計画進行管理部会設置規則をここ

に公布する。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第３２号 

 

亀岡市総合計画進行管理部会設置 

規則 

 

 （設置） 

第１条 亀岡市総合計画審議会条例（昭和４３

年亀岡市条例第３号）第６条の規定に基づき、

亀岡市総合計画審議会（以下「審議会」とい

う。）に亀岡市総合計画進行管理部会（以下

「部会」という。）の設置について、必要な

事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 部会は、亀岡市総合計画の策定及び円

滑な推進に資するため、計画の進行管理に関

する事項について評価及び検証を行う。 

 （組織） 

第３条 部会は、審議会の委員のうちから審議

会の会長が指名する委員８人以内で組織する。 

２ 委員の任期は、審議会の委員の期間とする。 

 （部会長及び副部会長） 

第４条 部会に部会長及び副部会長を置く。 

２ 部会長は、委員の互選によって定める。 

３ 部会長は、会務を総理し、部会を代表する。 

４ 副部会長は、委員のうちから部会長が指名

する。 

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事

故があるとき又は欠けたときは、その職務を



 
亀 岡 市 公 報 

 9

第８０４号平成２４年１月１６日発行 

代理する。 

 （会議） 

第５条 部会は、部会長が招集し、部会長が議

長となる。 

２ 部会長は、必要があると認めるときは、委

員以外の者を会議に出席させることができる。 

 （庶務） 

第６条 部会の庶務は、企画管理部夢ビジョン

推進課において行う。 

 （補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、部会の

運営について必要な事項は、部会長が定める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２４年１月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市国営土地改良事業負担金等徴収条例施

行規則をここに公布する。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第３３号 

 

亀岡市国営土地改良事業負担金等 

徴収条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市国営土地改良事業

負担金等徴収条例（平成２３年亀岡市条例第

２４号。以下「条例」という。）の施行に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

 （負担金の決定通知） 

第２条 市長は、条例第３条第２項の規定によ

り徴収する負担金の額を定めたときは、亀岡

市国営土地改良事業負担金決定通知書（別記

第１号様式）により、条例第２条に規定する

受益者（以下「受益者」という。）に通知す

るものとする。 

 （負担金の支払） 

第３条 受益者は、条例第４条第１項の規定に

より負担金の支払方法を選択し、亀岡市国営

土地改良事業負担金償還方法届出書（別記第

２号様式）により市長に届け出なければなら

ない。 

２ 前項で届け出た方法による負担金の支払後

に負担金の残額がある場合において、当該負

担金額の全部又は一部について一時支払の方

法により支払いをしようとするときは、亀岡

市国営土地改良事業負担金一時支払届出書

（別記第３号様式）により市長に届け出なけ

ればならない。 

 （負担金の免除及び徴収猶予） 

第４条 条例第６条の規定により負担金の減額

若しくは免除又は徴収の猶予を受けようとす

る者は、事前に市長に申し出なければならな

い。 

 （特別徴収金の徴収） 

第５条 市長は、条例第７条第２項に規定する

特別徴収金の額を決定したときは、亀岡市国

営土地改良事業特別徴収金決定通知書（別記

第４号様式）により、特別徴収金の徴収を受

ける者に通知するものとする。 

 （特別徴収金の免除） 

第６条 条例第７条第３項の規定により特別徴

収金の徴収の免除を受けようとする者は、事

前に市長に申し出なければならない。 

 （その他） 

第７条 この規則に定めるもののほか必要な事 
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項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この規則の施行に際し、負担金の支払に係る準備行為は、この規則の施行前においても行うこ

とができる。 

 （出納員及びその他の会計職員設置規則の一部改正） 

３ 出納員及びその他の会計職員設置規則（昭和３９年亀岡市規則第６号）の一部を次のように改

正する。 

 別表中４０の項を４１の項とし、２７の項から３９の項までを１項ずつ繰り下げ、２６の項の

次に次のように加える。 

 

27 国営土地改良事業負担金

等の収納の一部 

国営事業推進課

長 

国営事業推進課

担当職員 
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第
２
号
様
式
（
第
３
条
関
係
）
 

  
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
年

 
 
月

 
 

日
 

 （
宛

先
）
亀

岡
市

長
 

  
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

住
 
所

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

  
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

氏
 
名

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
㊞

 
 

  
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

連
絡
先

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

   

亀
岡

市
国
営

土
地
改

良
事

業
負
担

金
償
還

方
法
届

出
書

 

  １
 

負
担

金
の
対

象
面
積

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
㎡
 

  ２
 

負
担

金
の
総

額
（
元

金
）
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
円
 

  ３
 

償
還

方
法
に

つ
い
て

 

  
⑴

 
全

額
、
繰

上
償
還

（
一
時

支
払

）
を
要

望
す
る

。（
一
括
繰

上
償

還
）
 

  
⑵

 
一

部
の
額

に
つ
い

て
、
繰

上
償

還
（
一

時
支
払

）
を
要

望
す

る
。
（
一
部

繰
上
償

還
）
 

  
⑶

 
全

額
、
規

定
償
還

（
支
払

期
間

を
１
５

年
（
据

置
期
間

３
年

を
含
む

）、
利
率
を

年
５

．
０
 

％
と

す
る
元

利
均
等

方
式
）

を
要

望
す
る

。（
規
定
償

還
）
 

別
記

第
１
号

様
式

（
第

２
条
関

係
）

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

年
 
 

月
 

 
日

  
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

様
 

  
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
亀

岡
市

長
 

 
 

 
 

 
 
 

 
□印

 

 

亀
岡

市
国

営
土

地
改
良

事
業

負
担

金
決

定
通

知
書
 

  
国

営
土
地

改
良

事
業

負
担

金
の

額
を

次
の

と
お

り
決

定
し

ま
し

た
の

で
、

亀
岡

市
国

営
土

地
改

良

事
業

負
担
金

等
徴

収
条

例
施
行

規
則

第
２

条
の

規
定

に
よ
り

通
知

し
ま

す
。

 

 

記
 

 １
 

事
業
名

 

 ２
 

負
担
金

の
額

 

 
⑴

 
負
担

額
 

事
業

区
分

 
対

象
と

な
る

土
地

の
面
積

 
負
担

金
額

（
元

金
）
 

区
画

整
理

 
㎡
 

円

農
地

造
成

 
㎡
 

円

計
 

㎡
 

円

  
⑵

 
年
償

還
額

 

償
還
年

度
 

年
別

償
還

額
 

負
担

金
額
 

１
年

目
 

 
 

 
 
 

円
×

１
年

間
 

円

２
年

目
～

３
年

目
（

２
回

）
 

 
 

 
 
 

円
×

２
年

間
 

円

４
年

目
～

１
５

年
目

（
１

２
回

）
 
 

 
 

 
 

円
×

１
２

年
間
 

円

そ
の
他

 
円

負
担
金

総
額

 
円

  
（
教
示
）
 

１
 
こ
の
決
定
に
不
服
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
３
０
日

以
内

に
、

亀
岡

市
長

に
対

し
て

異
議

申
立

て
を

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

な
お

、
こ

の
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
３
０
日
以
内
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
決
定
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
を
経

過
す
る
と
異
議
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
 

２
 
こ
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
（
上
記
１
の
申
立
て
を
し
た
場
合
は
、
当
該

異
議
申
立
て
に
対
す
る
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
）
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月
以
内
に
、
亀
岡
市
を

被
告
と
し
て
（
訴
訟
に
お
い
て
亀
岡
市
を
代
表
す
る
者
は
、
亀
岡
市
長
と
な
り
ま
す
。
）、

処
分
の
取
消
し
の
訴
え

を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
な
お
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月

以
内
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
決
定
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
を
経
過
す
る
と
処
分
の
取
消
し
の
訴
え
を
提
起

す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。）
。
 



 
亀 岡 市 公 報 

 12 

第８０４号平成２４年１月１６日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
３
号
様
式
（
第
３
条
関
係
）
 

  
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

 （
宛

先
）

亀
岡

市
長
 

  
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
住

 
所

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
氏

 
名

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

㊞
 

  
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
連

絡
先

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   

亀
岡
市

国
営

土
地

改
良

事
業

負
担

金
一

時
支
払

届
出

書
 

  １
 

負
担

金
の

対
象
面

積
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
㎡

 

  ２
 

負
担

金
の

総
額
（

元
金

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
円

 

  ３
 

負
担

金
の

残
額
 

こ
れ
ま

で
に

支
払
っ

た
 

負
担
金

の
額

（
元
金

）
 

一
時

支
払

を
し

よ
う

と
 

す
る

額
（

元
金

）
 

負
担

金
の

残
額

（
元

金
）

 

円
 

円
 

円

 ４
 

一
時

支
払

の
期
日

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

年
 

 
 

月
 

 
 
日

 

「
掲
示
済
」
 

第
４

号
様

式
（

第
５

条
関

係
）

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

年
 

 
月

 
 

日

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
様

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
亀

岡
市

長
 

 
 

 
 

 
 

 
 
□印

 

  

亀
岡
市

国
営

土
地

改
良

事
業

特
別

徴
収

金
決

定
通
知

書
 

  
事

業
の

施
行

区
域

内
の

土
地

を
、

目
的
外

用
途

に
供

し
た
こ

と
及

び
目

的
外

用
途

に
供

す
る

た
め

所
有

権
の

移
転

等
を

し
た

こ
と

に
伴

う
特
別

徴
収

金
の

額
を
次

の
と

お
り

決
定

し
た

の
で

、
亀

岡
市

国
営

土
地

改
良

事
業

負
担

金
等

徴
収

条
例

施
行

規
則
第

５
条

の
規

定
に

よ
り

通
知

し
ま

す
。

 

 

記
 

 １
 

事
業

名
 

 ２
 

特
別

徴
収

金
の

対
象

の
土

地
 

所
 

在
 

地
 

面
 

積
 

 
㎡

 
㎡

 
㎡

 ３
 

特
別

徴
収

金
の

額
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
円

 

 
（

内
訳

）
 

     
（
教
示
）
 

１
 
こ
の
決
定
に
不
服
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
３
０
日

以
内

に
、

亀
岡

市
長

に
対

し
て

異
議

申
立

て
を

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

な
お

、
こ

の
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
３
０
日
以
内
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
決
定
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
を
経

過
す
る
と
異
議
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
 

２
 
こ
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
（
上
記
１
の
申
立
て
を
し
た
場
合
は
、
当
該

異
議
申
立
て
に
対
す
る
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
）
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月
以
内
に
、
亀
岡
市
を

被
告
と
し
て
（
訴
訟
に
お
い
て
亀
岡
市
を
代
表
す
る
者
は
、
亀
岡
市
長
と
な
り
ま
す
。）
、
処
分
の
取
消
し
の
訴
え

を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
な
お
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月

以
内
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
決
定
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
を
経
過
す
る
と
処
分
の
取
消
し
の
訴
え
を
提
起

す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。）
。
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 亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

   平成２３年１２月２８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第３４号 

 

亀岡市職員の勤務時間、休暇等に 

関する条例施行規則の一部を改正 

する規則 

 

 亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

施行規則（平成２１年亀岡市規則第７号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第１７条の４第２項並びに第１９条第５項及

び第６項中「すべて」を「全て」に改める。 

 附則第３項中「平成２３年１２月３１日」を

「平成２４年１２月３１日」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市告示第１９４号 

 

 地縁による団体において、告示事項の変更が

あったので、地方自治法（昭和２２年法律第 

６７号）第２６０条の２第１０項の規定により

告示する。 

 

   平成２３年１２月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「河原林町東町区」 

１ 代表者の変更 

 ⑴ 代表者の住所及び氏名 

   住所   省略 

   氏名 福島 美樹 

 ⑵ 変更年月日 

   平成２３年４月１日 

 ⑶ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

２ 事務所の変更 

 ⑴ 所在地 

   亀岡市河原林町河原尻東垣内５９番地１ 

 ⑵ 変更年月日 

   平成２３年１２月１日 

 ⑶ 変更理由 

   所在地の錯誤による変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１９５号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２３年１２月７日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀０８０４－５１００９ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２３年１２月１日 

３ 無効になる日 

平成２３年１２月７日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１９６号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申し出があれば交

付する。 

 ここに地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２３年１２月９日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

１ 送達する書類 

平成２３年度市民税・府民税の決定 

または変更通知書 

 

２ 送達を受けるべき者の住所、氏名 

省略 

 

 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１９７号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申し出があれば交

付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２３年１２月１２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 送達する書類 

   平成２３年度軽自動車税納税通知書 
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２ 送達を受けるべき者の住所、氏名または名称 

 住 所 氏名または名称 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 

5 省略 省略 

6 省略 省略 

7 省略 省略 

8 省略 省略 

9 省略 省略 

10 省略 省略 

11 省略 省略 

12 省略 省略 

13 省略 省略 

14 省略 省略 

15 省略 省略 

16 省略 省略 

17 省略 省略 

18 省略 省略 

19 省略 省略 

20 省略 省略 

21 省略 省略 

22 省略 省略 

23 省略 省略 

24 省略 省略 

25 省略 省略 

26 省略 省略 

27 省略 省略 

28 省略 省略 

29 省略 省略 

30 省略 省略 

31 省略 省略 

32 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 16 

第８０４号平成２４年１月１６日発行 

 亀岡市告示第１９８号 

 

 亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例第３９

号）第３４条第１項第３号の規定により、以下

の者に対する寄附金で平成２３年１月１日以降

に支出されたものを、市民税の寄附金税額控除

の対象となる寄附金として指定したので、亀岡

市税条例施行規則（昭和６０年亀岡市規則第 

１７号）第１９条の３第３項の規定により、次

のとおり告示する。 

 

   平成２３年１２月１２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 寄附金受領者の名称 

  公益社団法人亀岡市シルバー人材センター 

 

２ 主たる事務所の所在地 

  亀岡市安町釜ケ前８０番地 

  亀岡市厚生会館内 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１９９号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２３年１２月１３日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀０５０６－６３０１９ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２３年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２３年１２月１３日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２００号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成２３年１２月１６日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 住  所  省略 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２０１号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成２３年１２月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域内に放置

されていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ千代川駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成２３年１２月２０日（火） 

午後１時００分～午後３時３０分 

４ 撤去し、保管した台数  １９台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができます。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要です。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担していただきます。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引取りのない自転車

は、関係法令の規定により処分します。 

※ 連絡先 

   まちづくり推進部 桂川・広域交通課 

   電話（25）5083 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２０２号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成２３年１２月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 住  所  省略 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２０３号 

 

 ガレリアかめおか目的外使用許可取扱要領

（平成１０年亀岡市告示第１２０号）の一部を

次のように改正する。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 
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 第２条を削る。 

 第３条中「前条の施設」を「目的外使用を許可する施設（以下「目的外施設」という。）」に改

め、同条を第２条とし、第４条から第６条までを１条ずつ繰り上げる。 

 別記第１号様式中「第３条関係」を「第２条関係」に、「あて先」を「宛先」に改める。 

 別記第２号様式中「第４条関係」を「第３条関係」に改める。 

 別記第３号様式中「第５条関係」を「第４条関係」に、「あて先」を「宛先」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要領は、平成２４年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２０４号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２３年 

１２月２６日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部道路河川課において平成２３年１２月２７日か

ら平成２４年１月９日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２３年１２月２６日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 路線番号   １８２８２ 

２ 路 線 名   馬堀停車場篠線 

３ 道路の区域 

区         間 
小幅員

延  長 備  考 
大幅員

亀岡市篠町馬堀池ノ下１番１先から 

亀岡市篠町篠見晴７番１先まで 

20.00ｍ 320.00ｍ 

 

25.00ｍ

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２０５号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成２３年１２月２７日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 住  所  省略 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

訓 令 
 

 亀岡市訓令第８号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市ＵＳＢメモリ等取扱要綱を次のように

定める。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市ＵＳＢメモリ等取扱要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、亀岡市情報セキュリティ

ポリシー（平成１６年亀岡市庁達第２号）に

基づく行動のうち、ＵＳＢメモリ等の取扱い

について必要な事項を定めることにより、Ｕ

ＳＢメモリ等によるセキュリティに関する事

故及び事件を未然に防止することを目的とす

る。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「ＵＳＢメモリ等」

とは、コンピュータのＵＳＢコネクタ等に接

続して使用する持ち歩きが可能な記録媒体

（サーバの情報を保存するためのものを除

く。）をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この要綱で使用

する用語の意義は、亀岡市情報セキュリティ

ポリシーにおいて使用する用語の例による。 

 （使用の承認等） 

第３条 セキュリティ責任者は、ＵＳＢメモリ

等を使用しようとするときは、ＵＳＢメモリ

等使用申請書（別記第１号様式）をネット 

ワーク管理者に提出し、その承認を受けなけ
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ればならない。この場合において、承認する

期間は、当該年度内とする。 

２ 前項の規定により使用するＵＳＢメモリ等

は、暗号化及びパスワードによる認証をする

ことができるものでなければならない。 

３ ＵＳＢメモリ等は、外部に持ち出してはな

らない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、セキュリティ責任者は、その持

ち出しを職員又は守秘義務を明記した契約等

を締結した外部業者に行わせるとともに、Ｕ

ＳＢメモリ等の物理的な保護措置の指示を出

し、ＵＳＢメモリ等管理台帳（別記第２号様

式）に記載し、許可を与えることができる。 

⑴ 所属する課等以外に情報を持ち出す必要

がある場合 

⑵ 国、府及び委託業者等の外部の者との情

報の交換が必要な場合 

⑶ その他特に必要と認められる場合 

 （ＵＳＢメモリ等の管理） 

第４条 セキュリティ責任者は、ＵＳＢメモリ

等を使用しないときは、施錠した場所に保管

し、かつ、類推されにくいパスワードを設定

するなど、紛失又は盗難を防止する措置を講

じなければならない。 

 （報告） 

第５条 セキュリティ責任者は、ＵＳＢメモリ

等を紛失し、又は盗難にあった場合は、直ち

にその状況を調査し、必要な措置を講じると

ともに、その旨をネットワーク管理者に報告

しなければならない。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この訓令は、平成２４年２月１日から施行

する。 

 （亀岡市情報セキュリティ運用管理規程の一

部改正） 

２ 亀岡市情報セキュリティ運用管理規程（平

成１６年亀岡市訓令第２１号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１２条第１項中「重要性分類Ⅰ」を「、

重要性分類Ⅰ」に改め、「記録媒体」の次に

「（サーバの情報を保存するためのものに限

る。次項、第１４条及び第１７条において同

じ。）」を加える。 
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 別記第１号様式（第３条関係） 

 

ＵＳＢメモリ等使用申請書 

 

                                  年  月  日

 

 ネットワーク管理者 様 

 

                       申請課 

 

 当課でＵＳＢメモリ等を使用したいので申請します。 

 

記 

 

装 置 種 類 （メーカー）            （型番） 

使 用 期 間       年  月  日 ～     年  月  日 

使 用 目 的  

管理責任者（職・氏名）  

申請課 課 長    

    

 

申請課 様 

 ＵＳＢメモリ等の使用を承認します。 

（管理番号 №        ） 

 

                                年  月  日 

 

                  ネットワーク管理者 

電子計算機担当課 課 長    

    

 

※ ＵＳＢメモリ等は、セキュリティ機能付きでなければ承認できません。事前に電子計算

機担当課へ確認して下さい。 

※ ＵＳＢメモリ等は、セキュリティ責任者（所属長）の許可がなければ外部に持ち出すこ

とはできません。 

※ 申請書とともにＵＳＢメモリ等を持参して下さい。 
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公 告 
 

 亀岡市公告第７１号 

 

 狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）

第６条第７項の規定により、捕獲犬の抑留につ

いて通知を受けたので、同条第８項の規定によ

り公告する。 

 

   平成２３年１２月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２３年１１月３０日 

        午後３時３０分頃 

２ 捕獲場所  亀岡市東別院町小泉桜塚地内 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  薄茶 

５ 性  別  雄 

６ 体  格  中 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

９ そ の 他  布製赤色首輪 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２３年

１２月４日）までに引取りのないときは

処分されます。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 

 

 亀岡市公告第７２号 

 

 平成２３年亀岡市公告第６２号に基づき募集

した広告付き番号案内表示機設置事業者が、次

のとおり決定したので公告する。 

 

   平成２３年１２月２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

採用決定事業者 

  愛知県津島市東柳原町五丁目５番地１ 

  長田広告株式会社 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第７３号 

 

 平成２３年亀岡市公告第３２号に基づき実施

した本市職員採用試験の結果、次のとおり合格

者を決定し、職員採用候補者名簿に登録したの

で公告する。ただし、登録有効期限については、

平成２５年４月１日までとする。 

 

   平成２３年１２月９日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

（合格者受験番号） 

・行政Ⅰ 

  １００４  １０３５  １０３８ 

  １０５９  １０６８  １０８８ 

  １０８９  １１０９  １１１１ 

  １１１２  １１２５  １１３１ 

  １１３８ 
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・行政Ⅱ 

  ２０２４  ２０３５  ２０３７ 

・行政Ⅲ 

  ３００６ 

・土木 

  ４００７ 

・保育士 

  ５００１  ５０１２ 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第７４号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、

次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システム

による電子入札対象案件である。 

 

   平成２３年１２月１２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 工事の概要等 

 ⑴ 工事番号及び工事名 

管第２３－１２号 亀岡市公共下水道事業

曽我部汚水５号幹線その１０布設工事 

 ⑵ 工事場所  亀岡市稗田野町奥条地内外 

 ⑶ 工事種別  土木工事 

 ⑷ 工事概要 

工事延長 Ｌ＝1073.30ｍ 

（昼間） 

管布設工 

 VUΦ200   管路延長  562.00ｍ 

       管渠延長  548.65ｍ 

 VUΦ150   管路延長   40.30ｍ 

       管渠延長   37.60ｍ 

 DCIPΦ150  管路延長   55.10ｍ 

       （内水管橋Ｌ＝22.12ｍ） 

       管渠延長   52.38ｍ 

       （内水管橋Ｌ＝22.12ｍ） 

管架設工 DCIPΦ150（水管橋）  1式 

人孔設置工 ３号組立人孔   1箇所 

      １号組立人孔  16箇所 

      塩ビ人孔     2箇所 

鋼製ケーシング設置工 Φ2000  1式 

汚水桝設置工 塩ビ汚水桝  10箇所 

取付管工          10箇所 

付帯工             1式 

（夜間） 

管布設工 

  VUΦ200   管路延長 416.70ｍ 

        管渠延長 403.95ｍ 

人孔設置工 １号組立人孔  13箇所 

      レジン人孔    5箇所 

汚水桝設置工 塩ビ汚水桝   6箇所 

取付管工           6箇所 

付帯工             1式 

 ⑸ 予定価格       84,266,700円 

     （入札書比較金額 80,254,000円） 

 ⑹ 工  期  契約日の翌日から平成２４

年３月３１日まで 

 ⑺ 部 分 払  無 

 ⑺ 前 金 払  有（当該工事契約金額の

４０％以内 保証事業会社

の保証が必要） 

 ⑻ 中間前払金 

請負金額５００万円以上かつ工期１５０

日以上（変更工期を含む）で前金払をし

ている工事については、中間前金払（請

負金額の２０％以内）が請求できる。た

だし、中間前金払の支払には、工期及び

出来高が５０％以上であることの認定が

必要になる（保証事業会社の保証が必

要）。 
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 ⑼ 低制限価格  採用 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 平成２３年度亀岡市建設工事入札参加資

格審査において、「土木工事」の「Ａ１等

級」に認定された者であり、希望順位１位

の亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。 

 また、入札参加は単体とし、共同企業体

は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者

の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事（土木工事）が１件以上ある

場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する平

成２３年４月１日以降の土木工事の競争入

札により落札した工事で、公告の日現在、

工事完成届が未提出であるものをいう。た

だし、随意契約、ＪＶによるものは手持ち

工事に含まない。また承認をうけてから開

札日までの間に、他の土木工事の競争入札

で落札した業者は、落札した時点で本案件

への入札参加資格を失う。） 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別

紙様式１） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式２） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技

術者が特定できない場合には、複数の候

補者を記載することができるが、その場

合は、全ての候補者について、条件を満

たしていなければならない。 

 なお、配置予定技術者調書に記載され

た現場代理人及び監理技術者（入札参加

要件に特別な記載がなく、下請総額が 

３，０００万円（建築一式は４，５００

万円）未満の場合は主任技術者）は、契

約工期中、当該工事に専任できるものと

し、他工事の現場代理人、監理技術者、

主任技術者、営業所の専任技術者等、重

複の配置は認めない。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接

的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を

記載すること。（恒常的な雇用関係とは、

入札参加資格確認申請の日以前におおむ

ね３箇月以上の雇用関係があることをい

う。） 
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４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書等

の配布期間 

平成２３年１２月１２日（月） 

午後１時から 

共通事項２のとおり 

設計図書等の閲覧期間 平成２３年１２月１２日（月） 

午後１時から 

共通事項２のとおり 

入札参加資格確認申請書等

の受付 

平成２３年１２月１４日（水） 

午前９時から午後５時まで 

平成２３年１２月１５日（木） 

午前９時から午後５時まで 

共通事項３のとおり 

入札参加確認通知の送付 平成２３年１２月１６日（金） 

午後５時までに電子入札システムに

より通知。 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

平成２３年１２月１３日（火） 

正午まで 

設計図書に関する質問 

平成２３年１２月１９日（月） 

午後３時まで 

共通事項５のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

平成２３年１２月２０日（火） 

共通事項５のとおり 

入札期間 平成２３年１２月２７日（火） 

午前９時から午後５時まで 

平成２３年１２月２８日（水） 

午前９時から午前１１時まで 

共通事項６のとおり 

開札日時 平成２３年１２月２８日（水） 

午後１時００分 

電子入札システムによる

（注）都合により開札日時を変更する場合は、入札３日前までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 
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５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格

の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競

争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者

調書により、基本事項について確認を行い、

資格の有無を審査したものであり、配置予定

技術者調書と確認資料による詳細な審査は、

開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、 低の価格を

もって入札した者を落札者とする。 

 ただし、 低制限価格未満で入札した者は

失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく 

なった場合には、当該工事契約を締結しな

いことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当工事の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶ その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市企画管理部 執行管理課 

    （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第７５号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、

次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システム

による電子入札対象案件である。 

 

   平成２３年１２月１３日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 工事の概要等 

 ⑴ 工事番号及び工事名 

（合併入札による） 

①管第２３－９号 亀岡市公共下水道事業

南桑中学校枝線その１布設工事 

②上配替第４号 第５次拡張事業 稗田野

町太田地区配水管撤去工事 

 ⑵ 工事場所  亀岡市稗田野町太田地内 

 ⑶ 工事種別  土木工事 

 ⑷ 工事概要 

①工事延長 Ｌ＝384.50ｍ 

管布設工 

 VUΦ200   管路延長   95.50ｍ 

       管渠延長   90.70ｍ 

 HIVPΦ75  管路延長  289.00ｍ 

人孔設置工  ２号組立人孔  1箇所 

       １号組立人孔  5箇所 

汚水桝設置工 塩ビ汚水桝   3箇所 

       １号組立人孔  1箇所 

取付管工           4箇所 

付帯工             1式 

マンホールポンプ設備工     1式 

      水中汚水ポンプ 

      Φ65㎜ 2.2Kw×2台 

      機械及び電気設備工一式 
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②配水管撤去 

DCIPΦ500         L= 329ｍ 

バタフライ弁撤去     N=  1基 

舗装復旧         A= 491㎡ 

 ⑸ 予定価格       37,011,450円 

     （入札書比較金額 35,249,000円） 

 ⑹ 工  期  契約日の翌日から平成２４

年３月３１日まで 

 ⑺ 部 分 払  無 

 ⑻ 前 金 払  有（当該工事契約金額の

４０％以内 保証事業会社

の保証が必要） 

 ⑼ 中間前払金 

請負金額５００万円以上かつ工期１５０

日以上（変更工期を含む）で前金払をし

ている工事については、中間前金払（請

負金額の２０％以内）が請求できる。た

だし、中間前金払の支払には、工期及び

出来高が５０％以上であることの認定が

必要になる（保証事業会社の保証が必

要）。 

 ⑽ 低制限価格  採用 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 平成２３年度亀岡市建設工事入札参加資

格審査において、「土木工事」の「Ａ等

級」に認定された者であり、希望順位１位

の亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。 

 また、入札参加は単体とし、共同企業体

は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者

の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事（土木工事）が１件以上ある

場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する平

成２３年４月１日以降の土木工事の競争入

札により落札した工事で、公告の日現在、

工事完成届が未提出であるものをいう。た

だし、随意契約、ＪＶによるものは手持ち

工事に含まない。また承認をうけてから開

札日までの間に、他の土木工事の競争入札

で落札した業者は、落札した時点で本案件

への入札参加資格を失う。） 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別

紙様式１） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式２） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技

術者が特定できない場合には、複数の候

補者を記載することができるが、その場

合は、全ての候補者について、条件を満

たしていなければならない。 

 なお、配置予定技術者調書に記載され

た現場代理人及び監理技術者（入札参加

要件に特別な記載がなく、下請総額が 

３，０００万円（建築一式は４，５００

万円）未満の場合は主任技術者）は、契

約工期中、当該工事に専任できるものと

し、他工事の現場代理人、監理技術者、

主任技術者、営業所の専任技術者等、重

複の配置は認めない。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接

的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を

記載すること。（恒常的な雇用関係とは、

入札参加資格確認申請の日以前におおむ

ね３箇月以上の雇用関係があることをい

う。） 
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４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書等

の配布期間 

平成２３年１２月１３日（火） 

午後１時から 

共通事項２のとおり 

設計図書等の閲覧期間 平成２３年１２月１３日（火） 

午後１時から 

共通事項２のとおり 

入札参加資格確認申請書等

の受付 

平成２３年１２月１５日（木） 

午前９時から午後５時まで 

平成２３年１２月１６日（金） 

午前９時から午後５時まで 

共通事項３のとおり 

入札参加確認通知の送付 平成２３年１２月１９日（月） 

午後５時までに電子入札システムに

より通知。 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

平成２３年１２月１４日（水） 

正午まで 

設計図書に関する質問 

平成２３年１２月２０日（火） 

午後３時まで 

共通事項５のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

平成２３年１２月２１日（水） 

共通事項５のとおり 

入札期間 平成２３年１２月２６日（月） 

午前９時から午後５時まで 

平成２３年１２月２７日（火） 

午前９時から午後４時まで 

共通事項６のとおり 

開札日時 平成２３年１２月２８日（水） 

午前１０時００分 

電子入札システムによる

（注）都合により開札日時を変更する場合は、入札３日前までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 
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５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格

の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競

争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者

調書により、基本事項について確認を行い、

資格の有無を審査したものであり、配置予定

技術者調書と確認資料による詳細な審査は、

開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、 低の価格を

もって入札した者を落札者とする。 

 ただし、 低制限価格未満で入札した者は

失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく 

なった場合には、当該工事契約を締結しな

いことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当工事の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶ その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市企画管理部 執行管理課 

    （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第７６号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次の場所にお

いて縦覧に供する。 

 

   平成２３年１２月１５日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

縦覧場所  亀岡市安町野々神８番地 

      亀岡市役所経済部農政課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第７７号 

 

 池ノ内・千歳地区活性化計画（変更）につい

て、農山漁村の活性化のための定住等及び地域

間交流の促進に関する法律（平成１９年法律第

４８号）第５条第１０項の規定により公表する。 

 

   平成２３年１２月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 公表する活性化計画 

   池ノ内・千歳地区活性化計画（変更） 

２ 公表場所 

   亀岡市安町野々神８番地 

   亀岡市経済部国営事業推進課 

３ 公表期間 

   平成２３年１２月２０日から 

   平成２４年１月１９日まで 

「掲示済」 
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監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第２５号 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による監査を実施し、同条第１１項の規定に基づき監査の結

果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２３年１２月１６日 

 

                           亀岡市監査委員 大西 鎭雄 

                           亀岡市監査委員 藤本  弘 

 

１ 監査の種類  平成23年度財政援助団体監査 

 

２ 監査の対象及び範囲 

 財団法人亀岡市清掃公社の次の財政援助に係る出納その他の事務並びに環境市民部環境事業課

の同財政援助に係る事務の執行について 

平成22年度財団法人亀岡市清掃公社運営補助金（し尿収集運搬） 50,323,762円 

平成22年度財団法人亀岡市清掃公社運営補助金（ごみ収集運搬） 318,603,759円 

平成22年度財団法人亀岡市清掃公社運営補助金（若宮工場運転管理） 68,120,272円 

 

３ 監査の期間  平成23年9月12日から平成23年11月24日まで 

 

４ 監査の方法  団体及び関係課から提出された資料及び提示のあった出納関係帳票その他関係

書類に基づき、関係職員から事務の執行状況を聴取し監査を実施した。 

 

５ 団体及び補助金の概要 

⑴ 団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 財団法人亀岡市清掃公社（以下、「清掃公社」という。）は、亀岡市における清掃事業等

を合理的かつ能率的に行うとともに、その公共性を確保し、もって市民の生活環境の向上に

寄与することを目的とし、主に次の事業を行っている。 

・し尿の収集運搬業務 

・し尿処理施設の管理運営業務 

・ごみの収集運搬業務 
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イ 組織（平成23年3月31日現在） 

役 員  理事長      1人     副理事長     1人 

     常務理事     1人     理事       5人 

     監事       2人 

事務局  事務局長     1人（兼務） 課長       5人 

     課長補佐     1人     係長       9人 

     主任・業務主任 23人     係員      20人 

     再雇用      3人     非常勤嘱託    4人 

      ※常務理事は事務局長を兼務 

ウ 主な事業実施状況（平成22年度実績） 

・し尿収集運搬業務 

 公共下水道や地域下水道事業の普及により年々業務量が減少し、作業場所の点在化が進

み作業効率が毎年悪化していくが、随時収集計画の見直しを図り効率的な収集に努めた。 

 年間延べ汲取便槽数は18,394ヶ所（対前年度比4.2％減）、収集量は5,472.7㎘（対前年

度比5.4％減）であった。 

・ごみ収集運搬業務 

 ごみ収集運搬業務のうち、燃やすごみの収集量は15,133.9ｔ（対前年度比2.6％減）、

埋立ごみ収集量は1,727.7ｔ（対前年度比4.0％増）であった。資源ごみのうち、空きビン

収集量は789.6ｔ（対前年度比0.1％減）で、前年度に比べ1.0ｔ減少し、空きカン収集量

は228.4ｔ（対前年度比3.2％減）で、前年度に比べ7.5ｔ減少した。粗大ごみ収集量は

145.2ｔ（対前年度比6.1％増）、使用済み乾電池収集量は12.3ｔで（対前年度比0.4％

増）、可燃性粗大ごみ等の破砕ごみ運搬量は380.6ｔ（対前年度比51.6％増）であった。 

・施設（若宮工場）管理業務 

 各処理工程の機器類について、法定並びに取り扱い基準に基づく定期点検及び整備を実

施した。 

 全体の搬入量は、18,525.6㎘で前年度に比べ1,619.1㎘（8.0％）減少し、年間平均処理

量は50.8㎘／日であった。 

⑵ 補助金の概要 

 平成22年度に亀岡市から清掃公社へ交付された補助金総額は437,047,793円で、補助対象事

業及びその内訳は次のとおりである。 

（単位：円） 

補助対象事業等 事業費 補助金 補 助 内 訳 

し尿収集運搬業務に
係る人件費補助 

50,323,762 50,323,762

報酬          1,774,490
給料（7人ほか）    23,301,142
手当         14,894,981
法定福利費       6,101,697
積立金         4,251,452
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ごみ収集運搬業務に
係る人件費補助 

318,603,759 318,603,759

報酬          5,914,968
給料（44人ほか）   140,052,117
手当         107,491,691
法定福利費      41,454,593
積立金        23,690,390

若宮工場運転管理業
務に係る人件費補助

68,120,272 68,120,272

報酬          7,733,279
給料（7人ほか）    27,563,970
手当         17,244,889
法定福利費       7,535,344
積立金         8,042,790

 ※報酬は、理事長、常務理事、非常勤嘱託ほか10人に係るもの 

 ※給料には、管理事務職員4人分を含む 

 

６ 監査の結果 

 監査の結果は次の事項を除いては、おおむね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務処

理に留意されたい。 

⑴ 亀岡市清掃公社に対する監査の結果 

 財団法人亀岡市清掃公社運営補助金にかかる実績報告書の提出において、平成22年度補助事

業が完了する前に実績報告書が提出されていた。 

 財団法人亀岡市清掃公社運営補助金交付要綱第8条には、補助事業が完了したときは速やか

に実績報告書を市長に提出しなければならないと規定されている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

⑵ 環境市民部環境事業課に対する監査の結果 

 財団法人亀岡市清掃公社運営補助金の確定事務において、平成22年度補助事業が完了する前

に提出された実績報告書を受理し、交付確定がなされていた。 

 財団法人亀岡市清掃公社運営補助金交付要綱第8条にある、清掃公社理事長は補助事業が完

了したときは、速やかに実績報告書を提出しなければならないとする規定に基づき、同交付要

綱第9条において、実績報告書を受理したときはその内容を速やかに審査し、適当と認めたと

きは補助金額を確定すると規定されている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市監査公表第２６号 

 

 地方自治法第１９９条第２項及び第４項の規定による監査を実施し、同条第１１項の規定に基づ

き監査の結果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２３年１２月２２日 

 

                           亀岡市監査委員 大西 鎭雄 

                           亀岡市監査委員 藤本  弘 

 

１ 定期監査の結果について 

 ⑴ 監査の期間  平成23年9月16日～平成23年11月24日 

 ⑵ 監査対象課  環境市民部（環境政策課、環境事業課、市民課、保険医療課） 

 ⑶ 監査の対象  監査対象課に係る平成23年度の財務に関する事務の執行について 

 ⑷ 監査の方法  財務に関する事務の執行について、関係諸帳簿、証拠書類等を審査し、関係

各課長等への質問調査を行った。 

 ⑸ 監査の結果  監査の結果は次の事項を除いては、おおむね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項について

は、今後の事務処理に留意されたい。 

ア 環境政策課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 環境事業課 

（ア）目的外使用許可物件の占用料において、年度当初に会計年度単位で定めた占用料の納期

限が4月28日となっていた。 

 財務規則には、会計年度単位で定めた収入金の納期限は、その年度の4月末日とし、指

定すべき日が休日に当たるときはその翌日としなければならないと規定されている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

（イ）目的外使用許可事務において、許可申請書に使用期間が記載されていないものがあった。 

 財務規則には、当該許可を受けようとする者から、使用しようとする行政財産の表示、

使用しようとする期間、使用の目的ほか財産管理者の指示する事項を記載した許可申請書

を提出させなければならないと規定されている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

ウ 市民課 

 自動車臨時運行許可証交付事務において、申請書に押印がないもの、紛失等における実費

弁償の徴収がされていないものがあった。 

 自動車臨時運行許可に関する規則には、番号標を亡失し、又はき損した者は、実費弁償を

しなければならないと規定されている。 

 番号標の管理及び適切な債権の管理をされたい。 
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エ 保険医療課 

 特に指摘する事項はなかった。 

 以上が、環境市民部に係る平成23年度の財務に関する事務の執行について監査した結果であ

る。 

 ◎総括事項 

 今年度の監査にあたっては主に次の事項を主眼において実施した。 

  監査の主眼 

   ・財務に関する事務の執行が適正に行われているか。 

   ・予算執行が計画的にかつ効果的に進められているか。 

   ・事務事業の執行において経済性、効率性を重視しているか。 

 今回の監査対象部において、財産管理における現金等の保管状況については、おおむね適正

に管理されていたが、備品台帳の整備において、未だ台帳に記載不備等が見受けられるので、

適正な備品管理の徹底に努められたい。 

 今後も開かれた市政の推進と更なる効率的な行政運営の確立を目指し、内部統制を常に点検

し、各課においては全ての事務事業における事業効果を検証したうえで、市民福祉の増進に努

められることを強く望むものである。 

 

２ 行政監査の結果について 

 ⑴ 監査のテーマ  随意契約事務について 

 ⑵ 監査の目的 

 随意契約とは、競争入札の方法によらないで、地方公共団体が任意に選定した特定の者を相

手として締結する契約のことである。 

 随意契約は、競争入札を原則とする地方公共団体の契約方法の例外であり、地方自治法施行

令で認められた場合にのみ実施できる契約方法である。 

 随意契約は、一般競争入札又は指名競争入札に比べ手続きが簡略であること、また、契約の

目的に適した業者を選定でき、履行の確実性が確保できるという利点がある。しかし、その運

用を誤ると相手方の固定化を招き、しかも契約自体が情実に流され、公正を妨げる事態を生じ

させるおそれがある。 

 ついては、随意契約の事務の内容を審査し、それら事務の適法性、公平性、効率性等を主眼

に監査した。 

 ⑶ 着眼点 

ア 関係法令等に基づき事務処理が適正にされているか。 

（ア）競争入札にすべきものはないか。 

（イ）随意契約の理由が記載されているか。 

（ウ）予定価格は設定されているか。 

イ 業者見積もりによる場合、なるべく2人以上の者から見積書を徴しているか。 

ウ 同様の業務内容に対して、契約間で積算単価に相違はないか。 

エ 随意契約の理由は適正か。（地方自治法施行令第167条の2第1項の各号） 
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（ア）第１号 予定価格が規則で定める金額以下のもの。 

（イ）第２号 性質又は目的が競争入札に適しないもの。 

（ウ）第３号 特定の施設等から規則で定める手続きにより物品等を調達する契約をするとき。 

（エ）第４号 特定の者が新商品として生産する物品を、規則で定める手続きにより買い入れ

る契約をするとき。 

（オ）第５号 緊急の必要によるもの。 

（カ）第６号 競争入札に付することが不利なもの。 

（キ）第７号 著しく有利な価格で契約できるもの。 

（ク）第８号 入札者又は落札者がいないとき。 

（ケ）第９号 落札者が契約を締結しないとき。 

オ 一者特命の随意契約の場合、他の業者でもできる業務内容となっていないか。 

カ 社会情勢の変化等に伴って随意契約の見直しがされているか。 

 ⑷ 監査の対象  平成23年4月1日から同年8月31日までの間に締結した随意契約、又は、効力

を有している随意契約のうち、1件30万円（工事請負契約については50万円）

以上の随意契約（単価契約については、年間支出予定総額で判断した）。 

 ⑸ 監査の期間  平成23年9月16日～平成23年11月24日 

 ⑹ 監査対象課  環境市民部（環境政策課、環境事業課、市民課、保険医療課） 

 ⑺ 監査の方法  監査対象課から提出された行政監査調書の中から、抽出を行い関係書類の提

出を求め、関係各課長等への質問を行った。 

 ⑻ 随意契約事務の状況 

 行政監査調書の集計結果の概要は次のとおりであった。 

ア 課別随意契約状況について 

 環境市民部全体で随意契約の件数は、合計59件であった。各課の状況は表1のとおりであ

る。 

 環境事業課が36件（61％）で も多いが、その主な要因は、施設・設備の維持管理等に係

る業務委託によるものであった。 

 

表1 課別随意契約件数 

課  名 件数（件） 構成比（％） 
内、1人から見積書徴した件数 

件数（件） 構成比（％） 

環境政策課 9 15.2 8 17.0 

環境事業課 36 61.0 30 63.8 

市 民 課 6 10.2 6 12.8 

保険医療課 8 13.6 3 6.4 

合 計 59 100 47 100 
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イ 見積書を徴した人数について（法的根拠規定別） 

 随意契約における見積書の徴集については、財務規則において、「なるべく2人以上の者

から見積書を徴さなければならない」としている。 

 表2のとおり見積書を「1人」から徴しているものが も多く全体の59件のうち、47件

（79.6％）となっている。この47件のうち、法的根拠規定第2号が35件で74.5％、第6号が4

件で8.5％であり他の条項を適用しているものが8件で17.0％となっている。 

 

表2 見積書を徴した人数の法的根拠規定別件数             （単位：件） 

根拠規定

 

見積書 

を徴した人数 

１ 

号 

２ 

号 

３ 

号 

４ 

号 

５ 

号 

６ 
号 

７ 

号 
８ 

号 

９ 

号 

複 

数 

合 

計 

構成比

（％）

１人 2 35 1 0 1 4 1 1 0 2 47 79.6

２人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

３人 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3.4

４人 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3.4

５人 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3.4

６人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

徴していない 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 6.8

未記入 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3.4

合  計 4 45 1 0 1 4 1 1 0 2 59 100

 ※複数とは、号数を複数適用しているものである。 

 

 ⑼ 監査の結果  随意契約理由の記載状況、予定価格の設定内容及び随意契約の適用理由の適

正について監査した結果、おおむね適正に執行されていたが、次のとおり改善、

検討を要する事項が認められた。 

 なお、監査執行の過程において、口頭により指導を行った軽易な事項につい

ては、今後の事務処理に留意されたい。 

ア 随意契約理由が決裁書類に記載されているか。 

 随意契約によることができる場合は、地方自治法施行令で明示されており、一般競争入札

による以外はその理由がなければならない。 

 したがって、随意契約とする理由及び適用条項を決裁書類に記載するのが適当である。 

 しかし、決裁書類に適用理由が記載されていないものがあった。 

〔環境政策課〕 

 施設・設備の業務委託において、決裁書類に随意契約とする理由の記載がされていなかっ

た。 

 ついては、決裁書類に随意契約とする理由を記載されたい。 

イ 予定価格は設定されているか。 
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 予定価格とは、地方公共団体が契約を締結する場合にあらかじめ作成する契約価格の一応

の基準となる価格である。 

 財務規則第116条第4項で一般競争入札の予定価格の設定規定（第110条第1項除く）に準じ

て予定価格を定めなければならないとしている。 

 また、第110条第4項で予定価格を定める場合においては、「当該物件又は役務の取引実例

価格、需給の状況、履行の難易、契約数量の多少、履行期限の長短等を考慮しなければなら

ない。」としている。 

 「予定価格の取扱いについて」（平成23年4月27日付け23執第1004号企画管理部長通知）

で、３⑵予定価格の明示の方法①「（略）予定価格調書を省略する場合においても、支出負

担行為等において予定価格を明示するとともに、参考設計や参考見積りなど積算の根拠とな

るべき資料（設計者又は積算者及び検算者を明記すること）を付するものとする。」の規定

がある。 

 競争入札の予定価格と随意契約の予定価格の異なる点は、次のとおりである。 

（ア）見積書の提出者と必ず契約を締結しなければならないということではないこと 

（イ）随意契約の予定価格は、競争契約の予定価格と違って、単なる契約基準にすぎないので、

必ずしもこの制限内で契約を結ぶ必要がないこと 

（ウ）価格だけで有利な者と契約をする必要がないこと 

 このように随意契約の性格からして予定価格の必要性というものは、競争入札の予定価格

とは異なっているが、随意契約といえども地方公共団体にとって も有利な者と契約するこ

とにおいてなんら変わるところはないので、予定価格を作成すべきである。 

 しかし、次のとおり予定価格が設定されていないものがあった。 

〔環境政策課・環境事業課〕 

 決裁に「委託料・業務委託料等」とあるものの、予定価格が記載されていなかった。 

 ついては、予定価格は契約価格の一応の基準となる価格であることを認識し、財務規則に

基づき適切な予定価格を設定されるよう改善されたい。 

ウ 随意契約の適用条項の理由は適正か。 

 随意契約によることができる場合については、地方自治法施行令第167条の2第1項の各号

に規定されている。 

 地方自治法施行令第167条の2第1項第1号及び別表第五により、別表第五上欄に掲げる契約

の種類に応じて同表下欄に掲げる金額を超えない範囲内において地方公共団体の規則で定め

る金額以下の予定価格の契約を締結する場合においては随意契約によることができる。 

 第1号で「規則で定める額を超えないもの」ということにした趣旨は、契約事務の簡略化

という考えのもとに、契約金額の少額のものは競争入札に付さないで良いとしたものである。

つまり、第1号に該当する場合には、第2号以下の各号に規定する要件を充足するかどうかに

ついて判断をする必要はない。 

 しかし、次のとおり第1号と第2号以下の該当の号を適用しているものがあった。 

〔環境政策課・環境事業課〕 

 随意契約の適用条項において、第1号と第2号を適用していた。 
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 また、第2号以下を適用しているものの中に、予定価格が第1号の金額の範囲内のものが 

あった。 

〔保険医療課〕 

 予定価格が第1号の金額の範囲内のものであるが、第2号を適用していた。 

 ついては、契約事務の簡略化の趣旨を理解し第1号に該当する場合は、第1号を適用された

い。 

エ 総括事項 

（ア）随意契約事務について 

ａ 随意契約は、競争の方法によらないで、任意に特定の相手方を選択して締結する契約

方法である。 

 随意契約によることができる場合は、地方自治法施行令に該当するときに限り行うこ

とができるもので、一般競争入札を原則とする地方公共団体の契約の締結方法の例外で

あることを再認識しなければならない。 

ｂ 契約事務を行うにあたり、第1号で「予定価格が規則で定める金額を超えないもの」

とした趣旨は、契約事務の簡略化という考えのもとに、契約金額の少額のものは競争入

札に付さないで良いとしたものである。この趣旨を理解し予定価格が財務規則で定めた

金額以下であれば第1号を適用し事務の簡略化を図られたい。 

（イ）公平性、経済性の追求について 

 特命随意契約の場合においては、競争を通じた妥当性の検証が期待できないことからよ

り慎重かつ厳正な運用を求められる。 

 「本当にその業者でしか受注できないのか」等法令の要件に該当するか否かの判断を厳

格に行うとともに他社を排除しその1者を選定した具体的理由についても妥当性を判断す

るに足りる適切な理由を明確にし、透明性、公平性に留意されたい。 

 また、これらの契約事務執行にあたって、前例どおり同様の決裁を行うのではなく、仕

様書の内容の精査、予定価格の適正な設定、見積書徴集時には積算根拠がわかる見積書を

徴収する等工夫し常にコスト意識を持ち経済性を追求されたい。 

 なお、昨年度に引続き随意契約事務について行政監査を実施し、他の部署においても契

約事務全般にわたり適時点検するよう指導したところである。 

 しかしながら、昨年度と同様の指摘事項が見受けられた。 

 ついては、適正な契約事務の執行となるよう徹底を図られたい。 
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選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１０７号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数及び亀岡市の事務の

執行に関する監査の請求に要する有権者総数の

５０分の１の数並びに合併協議会設置の請求に

要する有権者総数の５０分の１の数は、次のと

おりである。 

 

   平成２３年１２月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 西田 勝 

 

１，４９６人 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第１０８号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育委員、選挙管理委員、監査委員及び亀岡市議

会議員の解職請求に要する有権者総数の３分の

１の数は、次のとおりである。 

 

   平成２３年１２月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 西田 勝 

 

２４，９２８人 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第１０９号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成２３年１２月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 西田 勝 

 

１２，４６４人 
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上下水道部欄 
 

告 示 
 

 亀岡市上下水道部告示第１７号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事業者指定の告示 

 

   平成２３年１２月１４日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

 下記の業者を亀岡市下水道排水設備指定工事業者として指定したので、亀岡市下水道排水設備指

定工事業者規程第１５条第１号の規定により告示する。 

 

記 

 

１ 指定した日 

   平成２３年１２月１４日 

 

２ 指定した業者 

指定 
番号 

業 者 名 代 表 者 名 住    所 

271 大橋設備工業 代表 大橋 良弘 京都市南区上鳥羽堀子町７８番地 

272 株式会社 山一工業所 代表取締役 山口 貴史 京都市中京区西ノ京中御門西町５６番地
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 亀岡市上下水道部告示第１８号 

 

亀岡市指定給水装置工事 

事業者指定の告示 

 

   平成２３年１２月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 下記の業者を亀岡市指定給水装置工事事業者

として指定したので、亀岡市指定給水装置工事

事業者規程第１０条の規定により告示する。 

 

記 

 

１ 指定した日 

   平成２３年１２月１４日 

 

２ 指定した業者 

指定 
番号 

業者名 代表者名 住    所 

259 
株式会社 
山一工業所 

代表取締役 
山口 貴史 

京都市中京区西ノ
京中御門西町５６
番地 

260 大橋設備工業 
代表者 
大橋 良弘 

京都市南区上鳥羽
堀子町７８番地 
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市立病院欄 
 

規 程 
 

 亀岡市立病院職員の給与に関する規程の一部

を改正する規程を次のように定める。 

 

   平成２３年１２月２８日 

 

    亀岡市病院事業管理者 坂井茂子 

 

 亀岡市病院事業管理規程第７号 

 

亀岡市立病院職員の給与に関する 

規程の一部を改正する規程 

 

 亀岡市立病院職員の給与に関する規程（平成

１６年亀岡市病院事業管理規程第２６号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第１５条第２項を次のように改める。 

２ １２月２９日から翌年１月３日までにおい

ては、当直の勤務１回につき、次の各号に掲

げる額を前項の規定による宿日直手当に加算

して支給する。ただし、当直の勤務時間に満

たない場合で、当該勤務時間が４時間を超え

たときは、当該各号に掲げる額に１００分の

５０を乗じて得た額を支給する。 

⑴ 医師 １５，０００円 

⑵ 医師以外の医療職の職員 ８，０００円 

 

   附 則 

 

 この規程は、公布の日から施行する。 
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